
  (様式３) 目的設定表( 年度） 予算区分： 要求区分： 確定日（ 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
事業年度 年度 評　　価　　対　　象　　事　　業　（　計　画　）　の　　内　　容 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１．事業立案の背景(施策目標の達成のために今なぜこの事業が必要なのか)

(重点施策推進方針との関係） 重点事業として要望 その他事業として要望

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
２．住民ニーズの状況

 ②事業の対象者･団体①ニーズを把握した対象
受益者 一般県民 （時期： 年 月）  ③達成のための手段

②ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

③ニーズの具体的内容

 ④比較した代替手段及び選択した手段の有効性

◎把握してない場合の理由及び今後の方針

 ①理由

 ②今後の方針

５．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度 全体(最終)計画順位

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和 4年度12月補正予算令和04 通常 令和04 12 19
0505030632 健康・医療・福祉戦略

03 高齢者と障害者の暮らしを支える体制の強化障害者支援施設等物価高騰対策事業
障害者の地域生活と社会参加に向けた環境づくり06

健康福祉部 障害福祉課 地域生活支援班 1332 樋口　和彦 中西真菜美

令和04 令和04

　原油価格をはじめとする物価高騰によって、障害者支援施設等の経営が圧迫されており、県内にお 　障害者支援施設等の光熱費を一部負担することで、障害福祉サービス等の安定的な提供の維持を図
ける障害福祉サービス等の安定的な提供体制の維持に大きな懸念が生じている。 る。

○ ●

県

直接の対象：市町村　→　最終的な対象：障害者支援施設等を運営する事業者

■ □ R04 07

市町村が実施する障害者支援施設等への光熱費助成に関する事業に対して補助する。
■ □ □ □
□

　秋田県障害福祉団体協議会構成団体の会員事業所を対象とした調査の結果、光熱費の支援を望む声
が特に多かった。

　障害分野単独では県直接補助が適しているが、介護分野では市町村指定事業者が半数以上であるため市町村への補助を行
うこととしており、事業者の重複が多い介護分野と手法を統一することで円滑な支援が可能となる。

0 90 4 0 5 0 70 6 0 8

障害者支援施設等物価高騰対策事業 市町村が実施する障害者支援施設等への光熱費助成に関する事業に対して助成する。
01

     47,700           0           0           0          0           0        47,700

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

       47,700     47,700           0           0           0          0          0

            0          0           0          0           0           0           0

            0          0           0           0           0           0          0

            0          0           0           0           0          0          0

          0           0           0           0           0        47,700     47,700



６．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み

事業の期待
される成果

指標名 指標の種類

成果指標
指標式

業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅰ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北
全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

指標名 指標の種類

成果指標指標式
業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅱ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北

全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することが出来ない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む)

事業の必要性

現状の課題及び施策目的に照らした事業の必要性

住民ニーズに照らした事業の必要性

事業の県関与の必要性
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

民間・市町村で実施可能であるが、県が関与する必要性が認められるもの
政策評価委員会意見 重点事業の適合及び指標・目標値の適合性判定

重点事業 その他

市町村が実施主体として光熱費助成事業を行い、県がその経費の１／２を補助することで

、県全体の安定的な障害福祉サービス等の提供の維持を図る。

補助施設数

○光熱費補助をした障害者支援施設等の数

●

02 0 3 04 05 0 6 0 7 0 8
       400         0         0         0          0                                0

         0         0

         0         0障害福祉課調べ

         0         0

● ○ ○0 3

○
○

0 50 2 0 3 0 4 0 6 0 7 0 8
                                0         0         0         0         0         0

         0         0

         0         0

         0         0

○ ○ ○

障害者支援施設等における障害福祉サービス等の安定的な提供の維持を図るため、県及び
市町村において、原油価格高騰により大きな影響が出ている光熱費について一部負担する
必要がある。

障害者支援施設等で大きな影響が出ている光熱費について、冬季に向けますます需要が増
えることが見込まれ、施設側からも補助の要望が多く寄せられている。

■□ □
□

県内障害者支援施設等において、原油価格高騰を要因とした休止・廃止が発生し、障害福
祉サービス等の安定的な提供体制に支障が生じることを防ぐ必要があるため。

○ ○







  (様式３) 目的設定表( 年度） 予算区分： 要求区分： 確定日（ 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
事業年度 年度 評　　価　　対　　象　　事　　業　（　計　画　）　の　　内　　容 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１．事業立案の背景(施策目標の達成のために今なぜこの事業が必要なのか)

(重点施策推進方針との関係） 重点事業として要望 その他事業として要望

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
２．住民ニーズの状況

 ②事業の対象者･団体①ニーズを把握した対象
受益者 一般県民 （時期： 年 月）  ③達成のための手段

②ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

③ニーズの具体的内容

 ④比較した代替手段及び選択した手段の有効性

◎把握してない場合の理由及び今後の方針

 ①理由

 ②今後の方針

５．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度 全体(最終)計画順位

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和 4年度12月補正予算令和04 通常 令和04 12 20
0505030216 健康・医療・福祉戦略

03 高齢者と障害者の暮らしを支える体制の強化介護保険施設等物価高騰対策事業
介護・福祉基盤の整備02

健康福祉部 長寿社会課 介護保険班 1363 伊藤　幸喜 佐藤亜希子

令和04 令和04

　原油価格高騰に伴う介護保険施設等で大きな影響が出ている光熱費は、冬季に向けてますます需要 介護保険施設等の光熱費を一部負担することで、介護サービスの安定的な提供の維持を図る。
が増えることが見込まれ、介護保険制度の運営に支障が生じるおそれがある。

○ ●

県

市町村

■ □ R04 07

市町村が実施する介護保険施設等への光熱費助成に関する事業に対して補助する。
■ □ □ □
□

　秋田県老人福祉施設協議会及び秋田県介護老人保健施設連絡協議会が行った実態調査の結果、介護
保険施設側からも光熱費への支援を望む声が特に多かった。

　対象施設の半数以上が市町村指定であることから、県が直接補助するよりも、市町村が対象施設へ助成し、その市町村へ
県が補助することが有効かつ迅速である。

0 90 4 0 5 0 70 6 0 8

介護保険施設等物価高騰対策事業 市町村が実施する介護保険施設等への光熱費助成に関する事業に対して助成する。
01

    164,250           0           0           0          0           0       164,250

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

      164,250    164,250           0           0           0          0          0

            0          0           0          0           0           0           0

            0          0           0           0           0           0          0

            0          0           0           0           0          0          0

          0           0           0           0           0       164,250    164,250



６．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み

事業の期待
される成果

指標名 指標の種類

成果指標
指標式

業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅰ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北
全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

指標名 指標の種類

成果指標指標式
業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅱ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北

全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することが出来ない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む)

事業の必要性

現状の課題及び施策目的に照らした事業の必要性

住民ニーズに照らした事業の必要性

事業の県関与の必要性
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

民間・市町村で実施可能であるが、県が関与する必要性が認められるもの
政策評価委員会意見 重点事業の適合及び指標・目標値の適合性判定

重点事業 その他

市町村が実施主体として光熱費助成事業を行い、県がその経費の１／２を補助することで

、県全体の安定的な介護サービスの提供の維持を図る。

補助施設数

○光熱費補助をした介護保険施設数

●

02 0 3 04 05 0 6 0 7 0 8
       900         0         0         0          0                                0

         0         0

         0         0長寿社会課調べ

         0         0

● ○ ○0 3

○
○

0 50 2 0 3 0 4 0 6 0 7 0 8
                                0         0         0         0         0         0

         0         0

         0         0

         0         0

○ ○ ○

介護保険施設等における介護サービスの安定的な提供の維持を図るため、県及び市町村に
おいて、原油価格高騰により大きな影響が出ている光熱費について一部負担する必要があ
る。

介護保険施設等で大きな影響が出ている光熱費について、冬季に向けますます需要が増え
ることが見込まれ、施設側からも補助の要望が多く上げられている。

■□ □
□

県内介護保険施設等において、原油価格高騰を要因とした休止・廃止が発生し、介護保険
制度の運営に大きな支障が生じることを防ぐ必要があるため。

○ ○






